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1. はじめに 

2016年4月14日，16日に発生した熊本地震によりNTT

の地下管路についても多数の被害が発生している．発生

した地震被害の分析を行い，地震被害が発生しやすい条

件を導き，この条件を基に今後発生が予想される地震動

に対する対策を講じることはライフライン事業者にとっ

て重要な課題である．本稿では熊本地震により被害を受

けた通信埋設管の被害分析を報告する． 

熊本地震の発生後，橋梁区間に対しては第三者加害

の未然防止と被害状況の把握を目的として強震エリアの

全設備の目視点検が実施された．地下管路区間に対して

は，被害状況の把握を目的として述べ700km以上に及び，

テストピースによる管内空間の正常性確認試験と管内検

査カメラによる点検が実施されている．現在(H29年3月

時点)，地下管路の補修に関しては道路の復旧と合わせ

た設備の機能回復を順次実施している状況のため，被害

モードの把握等の詳細な分析を実施するためのデータは

十分には揃っていない．そのため本稿では，詳細な被害

分析ではなく，地震動指標や管路の属性等のパラメータ

ごとの被害傾向を示し，熊本地震による被害を受けた通

信用地下管路の特徴について検討する．  

 

 

2. 地震被害の概要 

本節では地震被害の概要を述べる．地震被害について

は，管内検査カメラの点検結果を基に集計した．腐食に

よる通過不良等，明らかに地震被害ではない不良は地震

被害から除外し，地震による影響を受けたと考えられる

事例のみを地震被害として集計している．なお点検は震

度7が観測された益城町，西原村及び震度階が6強となる

エリアを中心に実施している．地震動分布はK-NET，

KiK-net観測点データ1)，気象庁観測点データ2)，及び

Hata.et.al
3)の観測点データを用い，Simple Kriging法により

250mメッシュごとの地震動強さを推定した．本節の集

計においてはMH-MH間の1スパンを集計単位とした． 

図-1，図-2，図-3にそれぞれ震度階ごと，計測震度ごと，

微地形区分ごとの被害率を示す．震度階ごとでは震度7

の被害率が卓越していることが分かる．これらは益城町

と西原村の一部に存在している地下管路設備が該当し，

他の震度階と比較して被害率は極端に大きい． 
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図-1 震度階ごとの被害率 
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図-2 計測震度ごとの被害率 
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図-3 微地形区分ごとの被害率 

 

計測震度ごとの被害率も同様に6.3を超えると被害率が

卓越するという傾向が得られた．微地形区分ごとの被害

率からは，軟弱地盤とされる後背湿地の被害率が卓越し

ている．熊本地震の特徴としては後背湿地と比較して良

好と考えられる火山山麓地や扇状地，自然堤防で被害率

が大きくなっている．被害有設備の内これらの微地形区 
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図-4 亘長ごとの被害率 

 

分は益城や阿蘇に集中している．益城では阪神大震災と

同等の強震が観測されており3)，阿蘇においては広域で

地盤変状が確認されている．以上のことから，今後は微

地形区分だけでなく他のパラメータを組み合わせた詳細

な分析を基に被害要因を明らかにしていく必要がある．

図-4は亘長ごとの被害率である．亘長とは管路に接続す

るMH-MH間の距離であり，この値が大きな程，被害率

が大きいことが分かる．これは東日本大震災の際に確認

された傾向と同様である4)．次に管路の継手種別による

被害率を確認する．NTTの地下管路はMH-MH間を複数

条の管路で結合して構成されている．多い箇所では数十

条以上の管が単一のMH-MH間に存在している．また，

同一区間であっても継手種別が異なる管が混在して存在

していることは一般的である．震災後の管路点検におい

ては全ての条数の点検を実施することは現実的でないた

め，単一区間に対しては優先順位を定め限られた条数の

みの点検を実施している．そのため最終的な継手種別ご

との被害数は開削補修工事の状況を確認することでしか

判明しない．そのため本稿においては現時点で判明して

いる点検結果を基に被害率を算出する(点検未実施管の

被害は被害有と集計されない)．図-5が被害が確認され

ている継手種別の内訳であり，図-6が継手種別ごとの被

害率である．被害の内訳を確認すると，脆弱とされる鋼

管ねじ継手とV管接着継手の被害が全体の86%と大多数

を占めることが分かる．図-6の被害率からもこれらの継

手の被害率はそれ以外の継手の被害率と比較しても相対

的に大きいことが分かる． 

 

3. まとめと今後の課題 

本稿では熊本地震の被害を受けたNTTの地下管路の概

況を報告した．被害率を算出した所，地震動強さに関し

てはある一定までの地震動強さの場合，被害率に大きな

差異は確認されず，一定以上の地震動強さになると被害

率が極端に大きくなることが明らかとなった．微地形区

分に関しては被害が集中しているエリアにおいては火山

山麓地，扇状地が多く存在していることから，これらの 
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図-5 被害が確認されている継手の内訳 
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図-6 継手種別ごとの被害率 

 

微地形区分の被害率が大きくなったと考えられる．地域

的な要因か微地形区分による要因であるかは今後の検討

課題である．管路の亘長や継手種別については，従来の

知見通りである被害傾向が得られた．今後は，地震被害

を受けた地下管路区間の開削補修工事の状況を確認する

ことによる詳細な被害モードの把握，微動計測等の現地

調査，現地調査により得られたデータを基にした地震被

害の再現解析を実施予定である． 
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